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ま え が き 

 

 近年、二つの大きな経済的打撃が発生した際に雇用調整助成金は大いに活用された。一つ

は 2008 年 9 月に起こったリーマン･ショックであり、もう一つは 2011 年 3 月に発生した東

日本大震災である。これらの経済危機、雇用不安に対して、政府をあげて累次の経済対策が

とられた。その一環として、雇用調整助成金も幾度も支給要件の緩和や助成率の拡充等の特

例措置が行われ、そのことと相まって積極的に活用された。 

 その後、2012 年 5 月から、厚生労働省版「提言型政策仕分け」が行われ、同年 5～6 月に

「リーマン・ショック後の雇用対策」の提言が出された。その提言を契機に、これまで行わ

れてきた雇用調整助成金の支給要件等の大幅な緩和等が見直され始め、同時に、雇用調整助

成金の政策効果の検証が求められた。 

 このような経緯もあり、本調査研究は 2012 年度後半から開始したところであるが、その実

施に際しては、厚生労働省（担当：職業安定局雇用開発課（現：雇用開発企画課））から全面

的なご協力をいただいたところである。 

 本調査研究においては、雇用調整助成金の効果はもとより、その課題を含めて評価・検証

することとしている。計量的な分析も行うため、本調査研究の実施に当たっては、外部の学

識経験者にもご参加いただいた研究会を組織し、専門的な知見を得ながら進めたところであ

る。 

 今般、雇用調整助成金の調査研究成果をとりまとめたところであるが、それまでに、アン

ケート調査の実施及びとりまとめ、厚生労働省からの業務データの提供及びデータ・セット

などに時間を要し、研究成果のとりまとめまでに 4 年余りの年月を要したところである。長

きにわたり、ご協力、ご尽力いただいた、研究会の委員の皆様、厚生労働省の歴代の担当者

の皆様には、この場をお借りしてお礼を申し上げたい。 

 本書が、企業経営者、労働者、政策担当者をはじめ、雇用調整助成金などの雇用政策に関

心のある方々に活用され、今後の雇用政策に資することがあれば幸いである。 
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